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【当事者】

原告Ｘ：Ｙの従業員であった者

被告Ｙ：翻訳、印刷及びその企画、制作等を行う株式会社

①　Ｘは、昭和 56年にＹに入社し、その後制作部次長に昇進し、退職

時までその地位にあった。

②　Ｙの業績は下降線をたどったため、役職者に対し、平成 21年６月

以降の報酬ないし賃金を 20％減額することを提案した。

③　さらにＹの社長は、Ｘに対し、平成 21年９月 16日、「2010 年度・

労働条件通知書」と題する書面を交付し、同年 10月以降の雇用条件

につき大幅な切下げを通告した（以下「本件雇用条件通告」という。）。

それは、同年９月末日までに以下のいずれかの選択の回答を求める

もので、回答がない場合には、㋐を選択したものとみなす、という

ものであった。

㋐ 「品質保証部」の「制作部監督」となり、基本給は 15万 3,000 円

に減額され、役職手当も付されなくなる。

㋑　外部フリーランスチェッカー・編集者になる。

㋒ 平成 21年 12 月末日まで㋐の基本給のみの支払を受けて就職活

事例の概要

【事例５】 業績が低迷している企業から、雇用条件の切下

げの通告を受け、これを契機に退職した労働者の

退職理由は、自己都合退職であると判断された事

例〔技術翻訳事件〕

（東京地判平 23・５・17 労判 1033・42）



動をすることを認め、同日をもって雇用契約を解除する。

④　Ｘは、上記③が大幅な賃金減額となり生活が困窮することから、Ｙ

を退職することを考えるようになった。

⑤　Ｘは、Ｙに対し、平成 21年９月 25日、現時点で退職した場合の退

職金の仮計算を依頼し、Ｙは、Ｘに対し、同月 30日付けで自己都合

退職した場合の退職金の金額を記載した仮計算書を交付した。

⑥　Ｘは、Ｙの社長に対し、平成 21年９月 28日、「回答書」と題する書

面を交付し、本件雇用条件通告で示された雇用条件を承諾できない

こと、労働契約法上、労働者の承諾なき一方的な賃金引下げは契約

不履行に当たること等を回答した。

⑦　Ｘは、Ｙの社長に対し、平成 21年９月 29日、一身上の都合により

同月 30日をもって退職する旨の退職届を提出し、同日退職（以下「本

件退職」という。）した。

⑧　Ｙの退職金規程（以下「本件退職金規程」という。）

㋐　退職金は、退職当時の基本給に退職金規程の別表に定める勤続

年数に応じた支給率を乗じた金額とされている。

㋑ 上記㋐の支給率は、退職事由によりＡ、Ｂの２種類に区分され、

会社都合の退職、在職中の死亡、業務上の負傷等による退職、定

年退職の場合はＡ、それ以外の場合はＢとされている。

⑨　Ｘは、Ｙに対し、自己の退職は会社都合として扱われるべきである

として、自己都合退職として支払われた退職金と会社都合の場合に

支払われる退職金との差額の支払を求めて、訴訟を提起した。

１ 本件退職金規程の解釈（「会社の都合で退職したとき」の意味）

２ Ｘの退職理由は「会社都合」といえるか

争　　　　点
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１　本件退職金規程の解釈

(1)　「会社の都合で退職したとき」の意味

本件退職金規程によると、退職金の支給率は、退職事由によりＡ、Ｂ

の２種類に区分され、会社都合の退職、在職中の死亡、業務上の負傷等

による退職、定年退職の場合は支給率Ａ、それ以外の場合は支給率Ｂを

適用するものとされているところ、そこでいう「会社の都合で退職した

とき」とは、解雇、使用者の退職勧奨による退職等、使用者側の意向な

いし発案に基づく退職を意味するものと解するのが相当である。

（2）　当てはめ（Ｘの退職理由は「会社都合」といえるか）

これを本件について見ると、Ｘは、平成 21年９月 16日、Ｙから本件

雇用条件通告を受け、そこに示された雇用条件では、大幅な賃金減額と

なり、生活が困窮することから、Ｙを退職することを考えるようになっ

たものであるところ、遅くとも同月 28日に本件雇用条件通告に対する

「回答書」をＹに交付した時点では、Ｘは、本件雇用条件通告に示され

た契約内容の変更に同意しなければならない義務は必ずしも存しない

ことを明確に理解するようになっており、その時点ではＹからＸに対

し、同月末で退職した場合の予定退職金の額も提示されていたもので

ある。そして、Ｘが、同月 29日には同月末日付けで退職する旨の退職

届を提出していることからすると、本件退職は、確かにＹによる本件雇

用条件通告を契機とするものではあるが、最終的には、基本給の減額に

より退職金額が減額することを避けて、従来の基本給に基づいた比較

的高額の退職金を得るという経済的目的に加え、「こういった環境にい

たくない」、「一刻も早く辞めたい」（Ｘの本人尋問により認定されてい

る。）というＸ自身の意思に基づく退職、すなわち自己都合による退職

であった。

裁判所の判断
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２　Ｘの主張の排斥

これに対し、Ｘは、雇用保険法 33条１項の解釈を参考に、自ら退職

を選択し、退職届を提出して退職した場合であっても、退職に「正当な

理由」がある場合には、「自己都合」ではなく「会社都合」と解すべき旨を

主張する。

しかしながら、雇用保険法 33条１項は、「自己都合」退職についての

支給制限を定める規定であるところ、本件退職金規程は、会社都合の退

職等の同規程に列記された一定の事由による退職の場合により高い支

給率Ａを適用し、それ以外の事由による退職の場合には通常の支給率

Ｂを適用するという規定であって、「自己都合」の場合に支給率を引き

下げるという規定ではないから、同条にいう「会社都合」の意味を拡張

的に解釈しなければならない理由はなく、Ｘの上記主張は、そもそも前

提において失当であって採用の限りではない。

１　本件退職金規程の解釈

この事例における中心的な争点は、本件退職金規程が定める「会社

の都合で退職したとき」の意味をどのように解釈するかである。この争

点について、裁判所は、本件退職金規程の規定ぶりから、「会社の都合で

退職したとき」とは、解雇、使用者の退職勧奨による退職等、使用者側

の意向ないし発案に基づく退職を意味するものと解釈している。この

裁判所の解釈は、本件退職金規程上、明確に定義されていない「会社の

都合」の文言について、特段の事情がない限り、言葉の通常の用法に従

って解釈したものである。

なお、本件退職金規程の解釈について、Ｘは、雇用保険法 33条１項

解　　　　説
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の解釈を参考に、退職に「正当な理由」がある場合には、「自己都合」で

はなく「会社都合」による退職と解釈すべきと主張している。本件退職

金規程の解釈において、何故、雇用保険法 33条１項の解釈を参考とし

なければならないのか、その理由は、Ｘの主張からは明らかではない

が、裁判所は、本件退職金規程の構造と雇用保険法 33条１項の構造が

異なることを理由に、Ｘの主張を排斥している。すなわち、本件退職金

規程は、原則として支給率Ｂを適用し、会社都合の退職等の同規程に列

記された一定の事由による退職の場合に、例外的により高い支給率Ａ

を適用する構造であるのに対し、雇用保険法 33条１項は、基本手当の

支給を標準とし、正当な理由のない自己都合退職の場合に、例外的に一

定期間、基本手当を支給しない構造である。それぞれ自己都合の位置付

けは根本的に異なるので、本件退職金規程の解釈にて、雇用保険法 33

条１項の解釈を参考とする理論的基礎はない（【事例３】 ２（2）参

照）。

また、本件退職金規程の文言において、「自己都合」の意味を正当な理

由のない場合に限定する字句が付されていないことからも、本件退職

金規程の解釈において、雇用保険法 33条１項の解釈を参考としない、

裁判所の判断が導かれたものと考えられる。

２　当てはめ

以上のとおり、裁判所は、本件の退職金規程における「会社都合」と

は、使用者側の意向ないし発案に基づく退職を意味するものと解釈し、

当てはめにおいて、Ｘの退職が、Ｙによる本件雇用条件通告を契機とす

るというだけでは、「会社都合」に当たらないと判断している。この判断

からすると、裁判所は、使用者側の意向ないし発案といえるためには、

企業側の行動が“きっかけ”になった程度では足りないと考えているよ

うである。

解説
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それでは、どのような場合に、使用者側の意向ないし発案に基づく

退職といえるのか。本件において、①Ｘが退職を考えるに至った経緯、

②（Ｘが本件雇用条件通告に同意する義務が客観的に存在しないだけ

ではなく）Ｘが主観的にもそれを明確に認識していたこと、③Ｘの退職

意思を勘案して、裁判所が当てはめを行っていることからすると、裁判

所は、退職者の意思に基づく退職とはいえない程度の、使用者側の働き

かけがあって退職した場合に「使用者側の意向ないし発案に基づく退

職」に該当すると考えているように思われる。

１　退職金規程の解釈・適用

従業員の退職が、退職金規程上の自己都合に当たるか会社都合に当

たるかの判断は、退職金規程の解釈及び適用の問題であるため、退職金

規程に定めがあればそれに従い、退職金規程上に特段の定めがない場

合は、退職金規程の解釈による。この退職金規程の解釈については、本

件の事例のように、特段の事情がない限り、言葉の通常の用法に従っ

て、使用者側の意向ないし発案に基づく退職を「会社都合」、そうでな

い場合を「自己都合」とするのが、裁判例の傾向であるように思われる。

なお、使用者側の意向ないし発案に基づく退職か否かについては、退

職に至る主たる原因が労働者側の事情やその主観的意思によるのか、

企業側の経営上の必要や企業側の違法行為が大きいのか等の事実を踏

まえて、判断されることになる（山口幸雄ほか『労働事件審理ノート』141 頁

（判例タイムズ社、第３版、2011））。

なお、退職理由が争点となる事案では、退職願、離職票、解雇通知

書、その理由に関する文書等が証拠として提出されることになる（山口

ほか・前掲 139 頁）。

アドバイス
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２　自己都合による退職か会社都合による退職かが争点となった

その他の事例

自己都合による退職か会社都合による退職かが争点となった事例

には、本件の他に、以下のようなものがある。

①　三一書房事件（東京地判昭 49・７・25 労経速 855・３）

希望退職者募集に応じた退職事例。結論は、会社都合を否定。

②　東京高裁平成元年６月 30日判決（判タ 715・161）

一定の条件に当てはまる定年退職者につき、自己都合退職者とし

て扱う旨の規定が存在した事例。結論は、会社都合を否定。

③　インマヌエル事件（東京地判平４・10・30 労判 621・47）

退職の意思表示をした時点で、企業が労働者を継続して雇用する

意思を有しており、従事する業務が現実にあった事例。結論は、会

社都合を否定。

④　国鉄清算事業団（大阪工事局）事件（最判平 10・６・22 労判 749・７）

雇止めによる退職事例。結論は、自己都合を否定。

⑤　野口試錐工業事件（東京地判平 15・11・18 労経速 1861・24）

結論は、会社都合を否定。

⑥　ダイヤモンド・ピー・アール・センター事件（東京地判平 17・10・21

労経速 1918・25）

違法な退職勧奨による退職事例。結論は、会社都合を肯定。

⑦　ゴムノイナキ（損害賠償等）事件（大阪地判平 19・６・15 労判 957・78）

会社都合退職として処理すべきところを自己都合退職として処理

したことに企業の過失を認め、不法行為に基づく損害賠償請求を認

めた事例。

＜参考判例＞

○退職金は、普通退職の場合の支給率を原則とし、自己都合退職の場合は
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例外的に減額した支給率を適用する企業において、労働者は雇用期間満

了雇止めによって退職した者であり、自己都合退職した者ではないと判

示した事例（国鉄清算事業団（大阪工事局）事件＝最判平 10・６・22 労判 749・

７）

○会社都合か否かが問題となった事案において、労働者が退職したのは、

会社の将来性、会社に残留した場合の労働条件等を比較検討した上での

自由意思によったものであるとして、労働者の退職は、実質的な解雇であ

るとか、会社都合によるものであると認めることはできないと判断した

事例（野口試錐工業事件＝東京地判平 15・11・18 労経速 1861・24）

○退職勧奨は、基本的に使用者が社員に自発的な退職を促すものであり、

それ自体を直ちに違法ということはできないが、退職勧奨に合理的な理

由がなく、その手段・方法も社会通念上相当といえない場合等、使用者と

しての地位を利用し、実質的に社員に退職を強いるものなら、違法といわ

ざるを得ないと判示した上で、事実認定の結果、労働者が企業を退職せざ

るを得なくなったのは、違法な退職勧奨によるもので、労働者に退職の意

思はなかったから、その退職は、給与規程に定める「自己の都合で任意退

職する場合」ということはできず、同規程が定める「事業の都合により解

雇する場合」に該当すると判示した事例（ダイヤモンド・ピー・アール・セン

ター事件＝東京地判平 17・10・21 労経速 1918・25）
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280 第５章　退職金の支払手続等

【当事者】

原告Ｘ：Ｙの元従業員

被告Ｙ：Ｘが勤めていた和菓子の製造販売等を業とする株式会社

①　Ｘは、平成 14年４月１日、Ｙに雇用され、平成 17年３月、Ｙの銀

座菓寮（以下「本件店舗」という。）に配属された。

②　Ａは従前から本件店舗に配属されていたが、平成 18年１月 20日、

本件店舗の店長に就任した。

③　Ｘは、平成 18年６月 20日にＹを退職したが、Ｘは同年４月 19日

から同年７月 25日にかけて、適応障害の診断を受けて通院治療して

いた。

④　ＹはＸに対し自己都合退職として規定の６割の 31万 2,000 円を

支払った。

⑤　ＸはＹに対し、551 万円余の損害賠償を請求した。

Ｙの安全配慮義務違反の有無

事例の概要

争　　　　点

【事例 49】使用者が職場環境配慮義務を怠ったためスト

レスで体調不良となり退職を余儀なくされたとし

て、退職金の不足額を含めて損害賠償請求した

が、認められなかった事例〔退職金等請求事件〕

（東京地判平 19・３・23（平 18(ワ)24240））



以下のとおり判示して、Ｘの請求を棄却した。

職場において様々な考え方の人間がいるところ、仕事に対する考え

方や姿勢の相違は常に存在し得るところであって、被用者はかかる相

違を受け入れつつ人間関係を構築すべきことが求められること、その

ような場合に使用者がその都度人員の配置換え等を検討しなければな

らないものでないことは、Ｙ所論のとおりである。Ｘは、本件店舗に配

属された販売員であり、他方、Ａは本件店舗において店長を補佐する立

場（いわゆるサブ）から店長に昇格した者であるから、その指示内容が

非常識であったり仕事に対する姿勢がルールを守らないなど特段の事

情が存在する場合でない限り、ＸがＡと人間関係が持ちづらいと感じ

たとしても、被用者として考え方や姿勢の相違を受け入れつつ人間関

係を構築すべきことが求められ、使用者たるＹにおいて、人員の配置換

えをなすべき安全配慮義務が発生しているとまではいえない。

１　安全配慮義務違反の有無

安全配慮義務違反に基づく損害賠償請求においては、賠償請求をす

る者は抽象的な安全配慮義務の存在を立証するだけでは足りず、その

ような抽象的な義務を具体的な状況に適用した場合の具体的安全配慮

義務の内容を特定し、かつ、その不履行を主張・立証する必要がある

（航空自衛隊芦屋分遣隊事件＝最判昭 56・２・16 民集 35・１・56）。

この点、本判決では、Ｘは具体的安全配慮義務の内容として主張し

た、ＹがＡの店長就任後においてもＸを本件店舗で就労させていたこ

とをもって、このようなＹの人事のあり方に、安全配慮を欠くことを指

裁判所の判断

解　　　　説
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摘しているとして、Ａの本件店長就任に伴い、Ｘを他に配置転換させる

べきであったと主張した。

これについて、本判決は、Ｘの主張は「Ａが、本件店舗での習慣に

固執し、感情的、独善的な態度をとった。また、職場の和を考えず、自

分勝手で利己的な行動をとった。思いやりを欠いており、指導力もな

く、職場の秩序を保つこともできていない。」といった抽象的ないし主

観的なものにすぎないと判示して、そのような配置転換を行う具体的

安全配慮義務をＹが負ったと認めることはできないとした。

２　退職金の逸失利益性

使用者の安全配慮義務違反や不法行為により労働者が本来得べか

りし財産的利益を喪失した場合には、逸失利益ありとして損害賠償請

求をすることができる。そして、当該使用者における退職金制度が単な

る恩恵的なものではなく、退職金制度等を伴う具体的権利性を有する

ものであれば、退職金債権も逸失利益として認められる。

もっとも、退職金債権が発生するためには、労働契約が終了する必

要があるから、在職中には、退職金債権を損害賠償請求の項目として主

張することはできない。この場合には、退職金債権については退職時点

で損害賠償請求することになる。

労働者が上司について不満を述べることは実務上よくあるが、その

不満が本件のように単なる仕事に対する考え方や姿勢の相違にすぎな

いのか、それとも、そのような範囲を超えて、上司の指示内容が不合理

であったり、上司の仕事に対する姿勢がルールを守らない状況に至っ

ているのかについて、関係者のヒアリング等を通して見極めることが

肝要である。

アドバイス
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＜参考判例＞

○安全配慮義務違反に基づく損害賠償請求においては、賠償請求をする者

は抽象的な安全配慮義務の存在を立証するだけでは足りず、そのような

抽象的な義務を具体的な状況に適用した場合の具体的安全配慮義務の内

容を特定し、かつ、その不履行を主張・立証する必要があるとした事例

（航空自衛隊芦屋分遣隊事件＝最判昭 56・２・16 民集 35・１・56）
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